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【公報種別】特許法第１７条の２の規定による補正の掲載
【部門区分】第６部門第１区分
【発行日】平成20年5月15日(2008.5.15)

【公開番号】特開2006-292495(P2006-292495A)
【公開日】平成18年10月26日(2006.10.26)
【年通号数】公開・登録公報2006-042
【出願番号】特願2005-111713(P2005-111713)
【国際特許分類】
   Ｇ０１Ｎ  27/30     (2006.01)
   Ｃ１２Ｍ   1/34     (2006.01)
   Ｇ０１Ｎ  33/483    (2006.01)
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【ＦＩ】
   Ｇ０１Ｎ  27/30    　　　Ｂ
   Ｃ１２Ｍ   1/34    　　　Ｅ
   Ｇ０１Ｎ  33/483   　　　Ｆ
   Ｇ０１Ｎ  27/30    ３５３Ｒ
   Ｇ０１Ｎ  27/46    ３３８　
   Ｇ０１Ｎ  27/46    ３３６Ｇ
   Ｇ０１Ｎ  27/30    ３５３Ｐ
   Ｇ０１Ｎ  27/30    ３５３Ｚ

【手続補正書】
【提出日】平成20年4月1日(2008.4.1)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
親水性ポリマーと２層カーボンナノチューブを含有するカーボンナノチューブ組成物。
【請求項２】
親水性ポリマーがポリアニオンであることを特徴とする請求項１記載のカーボンナノチュ
ーブ組成物。
【請求項３】
親水性ポリマーがスルホン酸基またはカルボキシル基を有することを特徴とする請求項１
または２記載のカーボンナノチューブ組成物。
【請求項４】
親水性ポリマーがカラギーナンまたはカルボキシメチルセルロース、ポリスチレンスルホ
ン酸、コンドロイチン硫酸、ヒアルロン酸、アラビアゴムから選ばれる少なくとも１つで
あることを特徴とする請求項１から３のいずれか１項記載のカーボンナノチューブ組成物
。
【請求項５】
水溶液中で超音波処理により分散し、１時間静置した後目視観察したとき、分散状態が保
持されていることを特徴とする請求項１から４のいずれか１項記載のカーボンナノチュー
ブ組成物。
【請求項６】



(2) JP 2006-292495 A5 2008.5.15

カーボンナノチューブが、カーボンナノチューブを透過型電子顕微鏡で観察し、任意に選
択した１００本のカーボンナノチューブ中、５０本以上が２層カーボンナノチューブであ
ることを特徴とする請求項５記載のカーボンナノチューブ組成物。
【請求項７】
カーボンナノチューブが、カーボンナノチューブを透過型電子顕微鏡で観察し、任意に選
択した１００本の２層カーボンナノチューブ中、８０本以上がその外径が１．５から４．
０ｎｍの範囲内にあるカーボンナノチューブであることを特徴とする請求項５または６記
載のカーボンナノチューブ組成物。
【請求項８】
カーボンナノチューブが、下記（１）～（４）の要件全てを満たしていることを特徴とす
る請求項５から７のいずれか１項記載のカーボンナノチューブ組成物。
（１） カーボンナノチューブを透過型電子顕微鏡で観察し、任意に選択した１００本の
カーボンナノチューブ中、５０本以上が２層カーボンナノチューブであること。
（２） カーボンナノチューブを透過型電子顕微鏡で観察し、任意に選択した２層カーボ
ンナノチューブ中の屈曲部間距離の平均が１００ｎｍ以上であること。
（３） 共鳴ラマン散乱測定により、１５６０～１６００ｃｍ－１の範囲内で最大のピー
ク強度をＧ、１３１０～１３５０ｃｍ－１の範囲内で最大のピーク強度をＤとしたとき、
Ｇ／Ｄの比が１０以上であること。
（４） 元素分析による金属含有率が１重量％以下であること。
【請求項９】
親水性ポリマーと２層カーボンナノチューブを含有する水溶液を乾燥させることを特徴と
するカーボンナノチューブ組成物の製造方法。
【請求項１０】
親水性ポリマーがポリアニオンであることを特徴とする請求項９記載のカーボンナノチュ
ーブ組成物の製造方法。
【請求項１１】
親水性ポリマーがスルホン酸基またはカルボキシル基を有することを特徴とする請求項９
または１０記載のカーボンナノチューブ組成物の製造方法。
【請求項１２】
親水性ポリマーがカラギーナンまたはカルボキシメチルセルロース、ポリスチレンスルホ
ン酸、コンドロイチン硫酸、ヒアルロン酸、アラビアゴムから選ばれる少なくとも１つで
あることを特徴とする請求項９から１１のいずれか１項記載のカーボンナノチューブ組成
物の製造方法。
【請求項１３】
親水性ポリマーとカーボンナノチューブを含有する水溶液を、超音波処理により分散し１
時間静置した後目視観察したとき、分散状態が保持されているカーボンナノチューブ組成
物を乾燥させることを特徴とする請求項９から１２のいずれか１項記載のカーボンナノチ
ューブ組成物の製造方法。
【請求項１４】
カーボンナノチューブが、カーボンナノチューブを透過型電子顕微鏡で観察し、任意に選
択した１００本のカーボンナノチューブ中、５０本以上が２層カーボンナノチューブであ
ることを特徴とする請求項１３に記載のカーボンナノチューブ組成物の製造方法。
【請求項１５】
カーボンナノチューブが、カーボンナノチューブを透過型電子顕微鏡で観察し、任意に選
択した１００本の２層カーボンナノチューブ中、８０本以上がその外径が１．５から４．
０ｎｍの範囲内にあるカーボンナノチューブであることを特徴とする請求項１３または１
４記載のカーボンナノチューブ組成物の製造方法。
【請求項１６】
カーボンナノチューブが、下記（１）～（４）の要件全てを満たしていることを特徴とす
る請求項１３から１５のいずれか１項記載のカーボンナノチューブ組成物の製造方法。
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（１） カーボンナノチューブを透過型電子顕微鏡で観察し、任意に選択した１００本の
カーボンナノチューブ中、５０本以上が２層カーボンナノチューブであること。
（２） カーボンナノチューブを透過型電子顕微鏡で観察し、任意に選択した２層カーボ
ンナノチューブ中の屈曲部間距離の平均が１００ｎｍ以上であること。
（３） 共鳴ラマン散乱測定により、１５６０～１６００ｃｍ－１の範囲内で最大のピー
ク強度をＧ、１３１０～１３５０ｃｍ－１の範囲内で最大のピーク強度をＤとしたとき、
Ｇ／Ｄの比が１０以上であること。
（４） 元素分析による金属含有率が１重量％以下であること。
【請求項１７】
絶縁性の基板、前記基板上に形成された少なくとも作用極と対極を有する電極系、前記電
極系上またはその近傍に形成された反応層を有するバイオセンサであって、反応層または
その近傍に請求項１から８のいずれか１項記載のカーボンナノチューブ組成物または請求
項９から１６のいずれか１項記載の製造方法により得られるカーボンナノチューブ組成物
を含有することを特徴とするバイオセンサ。
【請求項１８】
絶縁性の基板上に形成された少なくとも作用極と対極を有する電極系に、請求項１で得ら
れたカーボンナノチューブ組成物を塗布することを特徴とするバイオセンサの製造方法。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１１
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１１】
＜１＞親水性ポリマーと２層カーボンナノチューブを含有するカーボンナノチューブ組成
物。 
【手続補正３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１６
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正４】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１７
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１７】
　＜６＞カーボンナノチューブが、カーボンナノチューブを透過型電子顕微鏡で観察し、
任意に選択した１００本のカーボンナノチューブ中、５０本以上が２層カーボンナノチュ
ーブであることを特徴とする＜５＞記載のカーボンナノチューブ組成物。
【手続補正５】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１８
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１８】
　＜７＞カーボンナノチューブが、カーボンナノチューブを透過型電子顕微鏡で観察し、
任意に選択した１００本の２層カーボンナノチューブ中、８０本以上がその外径が１．５
から４．０ｎｍの範囲内にあるカーボンナノチューブであることを特徴とする＜５＞また
は＜６＞記載のカーボンナノチューブ組成物。 
【手続補正６】
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【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１９
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１９】
　＜８＞カーボンナノチューブが、下記（１）～（４）の要件全てを満たしていることを
特徴とする＜５＞から＜７＞のいずれか記載のカーボンナノチューブ組成物。
（１） カーボンナノチューブを透過型電子顕微鏡で観察し、任意に選択した１００本の
カーボンナノチューブ中、５０本以上が２層カーボンナノチューブであること。
（２） カーボンナノチューブを透過型電子顕微鏡で観察し、任意に選択した２層カーボ
ンナノチューブ中の屈曲部間距離の平均が１００ｎｍ以上であること。
（３） 共鳴ラマン散乱測定により、１５６０～１６００ｃｍ－１の範囲内で最大のピー
ク強度をＧ、１３１０～１３５０ｃｍ－１の範囲内で最大のピーク強度をＤとしたとき、
Ｇ／Ｄの比が１０以上であること。
（４） 元素分析による金属含有率が１重量％以下であること。 
【手続補正７】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００２０
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００２０】
　＜９＞親水性ポリマーと２層カーボンナノチューブを含有する水溶液を乾燥させること
を特徴とするカーボンナノチューブ組成物の製造方法。
【手続補正８】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００２１
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００２１】
　＜１０＞親水性ポリマーがポリアニオンであることを特徴とする＜９＞記載のカーボン
ナノチューブ組成物の製造方法。
【手続補正９】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００２２
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００２２】
　＜１１＞親水性ポリマーがスルホン酸基またはカルボキシル基を有することを特徴とす
る＜９＞または＜１０＞記載のカーボンナノチューブ組成物の製造方法。
【手続補正１０】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００２３
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００２３】
　＜１２＞親水性ポリマーがカラギーナンまたはカルボキシメチルセルロース、ポリスチ
レンスルホン酸、コンドロイチン硫酸、ヒアルロン酸、アラビアゴムから選ばれる少なく
とも１つであることを特徴とする＜９＞から＜１１＞のいずれか記載のカーボンナノチュ
ーブ組成物の製造方法。
【手続補正１１】
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【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００２４
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００２４】
　＜１３＞親水性ポリマーとカーボンナノチューブを含有する水溶液を、超音波処理によ
り分散し１時間静置した後目視観察したとき、分散状態が保持されているカーボンナノチ
ューブ組成物を乾燥させることを特徴とする＜９＞から＜１２＞のいずれか１項記載のカ
ーボンナノチューブ組成物の製造方法。
【手続補正１２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００２５
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正１３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００２６
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００２６】
　＜１４＞カーボンナノチューブが、カーボンナノチューブを透過型電子顕微鏡で観察し
、任意に選択した１００本のカーボンナノチューブ中、５０本以上が２層カーボンナノチ
ューブであることを特徴とする＜１３＞に記載のカーボンナノチューブ組成物の製造方法
。
【手続補正１４】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００２７
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００２７】
　＜１５＞カーボンナノチューブが、カーボンナノチューブを透過型電子顕微鏡で観察し
、任意に選択した１００本の２層カーボンナノチューブ中、８０本以上がその外径が１．
５から４．０ｎｍの範囲内にあるカーボンナノチューブであることを特徴とする＜１３＞
または＜１４＞記載のカーボンナノチューブ組成物の製造方法。
【手続補正１５】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００２８
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００２８】
　＜１６＞カーボンナノチューブが、下記（１）～（４）の要件全てを満たしていること
を特徴とする＜１３＞から＜１５＞のいずれか１項記載のカーボンナノチューブ組成物の
製造方法。
（１） カーボンナノチューブを透過型電子顕微鏡で観察し、任意に選択した１００本の
カーボンナノチューブ中、５０本以上が２層カーボンナノチューブであること。
（２） カーボンナノチューブを透過型電子顕微鏡で観察し、任意に選択した２層カーボ
ンナノチューブ中の屈曲部間距離の平均が１００ｎｍ以上であること。
（３） 共鳴ラマン散乱測定により、１５６０～１６００ｃｍ－１の範囲内で最大のピー
ク強度をＧ、１３１０～１３５０ｃｍ－１の範囲内で最大のピーク強度をＤとしたとき、
Ｇ／Ｄの比が１０以上であること。
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（４） 元素分析による金属含有率が１重量％以下であること。
【手続補正１６】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００２９
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００２９】
　＜１７＞絶縁性の基板、前記基板上に形成された少なくとも作用極と対極を有する電極
系、前記電極系上またはその近傍に形成された反応層を有するバイオセンサであって、反
応層またはその近傍に＜１＞から＜８＞のいずれか１項記載のカーボンナノチューブ組成
物または＜９＞から＜１６＞のいずれか記載の製造方法により得られるカーボンナノチュ
ーブ組成物を含有することを特徴とするバイオセンサ。
【手続補正１７】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００３０
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正１８】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００３１
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正１９】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００３２
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正２０】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００３３
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正２１】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００３４
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正２２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００３５
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正２３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００３６
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００３６】
　＜１８＞絶縁性の基板上に形成された少なくとも作用極と対極を有する電極系に、上記
＜１＞で得られたカーボンナノチューブ組成物を塗布することを特徴とするバイオセンサ
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の製造方法。
【手続補正２４】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００３７
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正２５】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００３８
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正２６】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００３９
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正２７】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００４０
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正２８】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００４１
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正２９】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００４２
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正３０】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００４３
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正３１】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００４４
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正３２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００４５
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正３３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００４６
【補正方法】削除
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【補正の内容】
【手続補正３４】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００４７
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正３５】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００４８
【補正方法】削除
【補正の内容】
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